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公益財団法人ソーシャルサービス協会 

2018年度（平成 30年度）事業計画 
 

2018年 2月 26日 理事会 

3 月 23日 評議員会 

１、はじめに 

公益財団法人ソーシャルサービス協会は、２０１４年７月に旧財団法人ソーシャルサービス協会

から、新たな公益財団法人として出発をして３年９ヵ月が経過した。この間、その目的である「勤

労者・生活困窮者・高齢者・失業者・障がい者等の経済的・社会的地位の向上、福祉増進と雇用機

会の提供に関する活動を推進し、活力ある地域社会づくりに寄与する」ための取り組みを行ってき

た。２０１７年度は、前年度につづいて公益財団法人としての改善事項について、短期・中期・長

期の目標にそって、具体的改善に取り組み始め徐々に成果を上げてきている。残念ながら２０１７

年度も２つの事業所を閉鎖することになったが、公益財団法人の中長期目標を確定して、新たな事

業所の拡大目標を持って取り組んでいる。１２月には全事業所の所長会議を開催し、改善事項への

取り組みの確認をし、公益財団法人としての事業展開についての新たな意思一致を図った。また、

公益財団となって事業所への監事による特別監査の２回目をスタートさせた。この１年、４回の３

部門長会議、６回の理事会、４回の評議員会を開催してきた。名古屋のITセンターでは、２０１７年１

２月に環境省のエコアクション２１の認証・登録を得た。いま、地域の環境保全を図ることを目的に

週に 1回職員で地域の清掃を実施している。 

２０１８年２月には公益財団として内閣府の認可を得て初めての立ち入り検査を受けた。その後

の文書での指摘を受けて３月１９日には緊急全国所長会議を招集して、指摘事項について協議をし、

一丸となって改善に取り組むことを確認した。３月２３日の評議員会においては経全計画を決議し

た。２０１８年度も、公益財団法人として大いに公益に値する仕事に誇りを持ってとりくむ。具体

的には高齢者、生活困窮者の雇用機会増進のための清掃事業、介護事業、生活困窮者就労支援事業

等とする。 

２、事業 

（１）高齢者、生活困窮者に対する雇用機会の提供のための事業 

ア）清掃事業を通じて高齢者の就労を促進する。 

年金だけでは生活できない高齢者、生活保護受給者、無料低額宿泊利用者で自立をめざして

いる生活困窮者を雇用して、旭川事業所、京都ワークセンター、宮若事業所、田川事業所で清

掃事業にとりくむ。当該事業の雇用者に占める高齢者の割合は高い比率になっている。今年度

も高齢者をはじめとした生活困窮者の臨時的、短期的就労希望者に対する就労機会の確保及び

安定的な生活基盤の確保に繋がるよう、地方自治体からの公園、道路、河川等の清掃業務等の

受注に向けて事業展開していく。 

京都ワークセンターでは、２０１７年度も鴨川清掃は昨年に続き６工区、向島団地一街区、

伊賀団地の除草が受注となった。ここ数年高齢のための退職者や体調不良による休職者が相次

いでいる。ワークセンターの“売り”である丁寧な仕事を維持するためには有能な人材確保が

課題であったが、２０１７年度も募集に対して応募がほとんどなく人材確保は２０１８年度も

ひきつづいての課題となっている。 

高齢者の雇用確保が年々困難になってきている。日雇い雇用保険の適用事業所で無くなった 



2 

 

ことも影響していると思われる。今後は、高齢者に限定せず、中高年齢者をターゲットにした 

仕事の確保と雇用確保を両立させたとりくみが必要だと思われる。そのためには、人件費の増 

加にみあう仕事の確保が必要であり、営業面での工夫と強化をはかることが肝要と思われる。 

２０１８年度は、事業部収入の柱となっている鴨川事業は、今年度も入札を成功させる。家財 

処分の仕事の拡大が、事業収入増を図る要であり、地域包括センターを中心とした宣伝・営業 

面での強化をはかる。 

田川事業所では、２０１７年も田川市公園関係、福智町の赤池支所庁舎関係の清掃事業の確 

保が例年通り確保できた。２０１８年度も入札で確保したいと予定している。特別作業班の年

間就労日数を月平均にするとここ３年間で約１０日となっているが、これを１２日（年間就労

日数１４４日）の目標にする。２０１７年と同様に仕事確保の為に、県（大学、高校など）、民

間での仕事拡大に取組む。 

 

本年度収益予算は、３，９５８万円である。 

 

イ）高齢者をはじめとした生活困窮者の安定的な雇用機会の確保に向けた事業展開 

（一般及び産業廃棄物収集運搬事業許可取得） 

地方自治体からの公園、道路、河川等の清掃等の仕事をおこなう場合、一般廃棄物及び産業

廃棄物収集運搬事業等の許可が必要である。現在、北海道の旭川事業所と京都のワークセンタ

ー事業所では当該許可を取得し運営している。ワークセンターでは、鴨川の清掃や京都御所の

清掃は高い評価をいただいており、現場で働いている人たちも大いにやりがいをもって仕事を

している。２０１８年度も引き続いてやっていく。高齢者だけでなく、中高年齢者の雇用の拡

大が必要であり、そのために中高年齢者の仕事の確保に努力していく。新規採用者に向けて仕

事のマニュアルをもとに必要に応じた研修を実施していく。清掃事業を基本に「ごみ屋敷」の

処分・清掃業務を拡大する。そのため、京都市内の「すべての地域包括センター」への訪問・

宣伝にとりくむ。２０１８年度も営業の強化に向けて営業マンの育成・増員をはかることが課

題となっている。 

 

ウ） 無料職業紹介事業及び職業訓練事業を含む生活困窮者への就労支援事業 

ワークセンターでは、高齢者、ホームレスをはじめ生活困窮者の自立に向けたとりくみとし

て公園清掃等の仕事を中心に職業訓練をおこない、本格的就労につくまでの中間就労としてと

りくんでいる。 

ＩＴでは障がい者の新たな技術訓練としてパソコンによる訓練事業をおこない高齢者、障が

い者をはじめとして生活困窮者への就労支援に取り組み職業訓練を計画的に実施している。カ

リキュラムの改善、説明会の工夫、後任講師の育成指導、利用するテキストの見直し、また託

児利用もしている。受講者の高齢化があり、再就職が難しいという悩ましい問題がある。２０

１８年度の課題として職業訓練の後任講師のスキルアップを図る必要がある。職業訓練で就職

率アップに力を入れる。全スタッフが独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構のメール

マガジンを受信して、現状の就職状況を把握する。順次、ジョブカード講習を受講する。組織

内部におけるキャリアコンサルタント研修を行う。 

職業訓練では、各月の選考会、開講月に向けて講師間で意思統一を図る。また開講後、就労 

意欲を講師間で意思統一を図ることを重視して取り組む。 

障害者雇用支援マークの商標登録の再取得の予定。 
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今年度収益予算では約２,４５０万円を見込む。 

 

エ）高齢者の就労の確保に向けた介護事業の展開 

   （a）介護保険法に基づく居宅系サービス事業における高齢者の介護従事者数の増加 

当財団は高齢者介護、障がい者介護に１７年前からとりくみ、６５歳定年後の高齢者の雇

用の促進と低所得労働者の介護に積極的にとりくんできた。２０１８年度は居宅介護支援事

業、訪問介護事業を中心に、仙台事業所、京都事業所、都城事業所の３つの事業所において

とりくむ。 

２０１７年度も京都事業所において新たに小規模多機能居宅介護及び認知症対応型共同生

活介護（認知症高齢者グループホーム）の併設施設を新たに開設するための準備をすすめた

が適切な土地が確保できなかった。２０１８年度の継続課題となる。ひきつづいて、京都ワ

ークセンターとも共同で土地確保や必要な準備を進めていく予定である。これらの施設の展

開のなかであらたに有資格者による専門的な介護業務とあわせて、調理補助や清掃業務など

高齢者雇用の場の拡大にもつなげていきたい。 

      仙台事業所では、訪問介護サービスの利用者は、２０名程度で推移している。居宅介護支

援事業利用者数は２５名程度で維持している。利用者増の取り組みとして、近隣の地域包括

支援センターへ定期的に訪問、新規利用者を紹介していただくよう依頼する。診療所、総合

病院相談員へ新規利用者を紹介していただくよう依頼する。仙台雇用福祉事業団と連絡を密

にして、団員の家族、親族、友人等を紹介していただく。近隣の居宅介護支援事業所を訪問、

新規利用者を紹介していただくよう依頼する。比較的状態が安定する若年例の障害者の利用

者の割合を増やすことなど考えている。 

雇用に関しては、２０１７年度は募集ポスターを見て３名の応募があり、その内６０代の

ヘルパー２名を採用した。近隣の居宅介護支援事業所、有料老人ホーム等の増加のため、訪

問介護サービスの利用者を断らなければならないときがある。重度利用者の病院への入退院

や施設への入退所の繰り返しが多くなっている。年々事業所間の競争が激しくなっている傾

向であるため、紹介等があった際は可能な限り早く訪問し利用者と良好な関係をつくること

が大切になっている。重度利用者の病院への入院、施設への入所は常に想定しておくこと。

仙台市・宮城県が主催する研修会には必ず参加する。圏域の地域包括支援センターが主催す

る研修会や集会には必ず参加する。 

      京都事業所では、居宅介護支援は５人体制になり、利用者を１５０人に増やすため、地域 

包括支援センターや地域のネットワークに積極的にかかわっていくことを方針に掲げ、主任

ケアマネ集団の幹事役や当事業所内での地域ケア会議の開催に協力するなどをしながら利用

者拡大に努めてきたが、新規利用者と死亡や入所による利用者減がほぼ同数で実質的には「現

状維持」にとどまり１２９人となっている。全体および個々人ごとに研修計画をたて質的な

向上を図った。 

   訪問介護、介護予防訪問介護では、利用者１３０人以上確保の目標に対し、増えたり減っ

たりしながらも１２２人になっている。２０１７年度当初、サービス提供責任者の病気や事

故で事務所の体制が整わなかったが、９月にサービス提供責任者を１人補充して５人体制に

し、サービス提供責任者会議の開催や同行訪問などの援助をしながら少しずつまとまってく

る中で事業所全体としても何とか軌道に乗ってきた。登録ヘルパーの確保は今年度６人（う

ち６５歳以上は２人）、離職者は１名で、サービス提供責任者も含めて総数は３５人となって

いて、目標の５０人体制には至っていない。２０１８年度に引きつづいての課題である。 

２０１７年度の現任研修は、４月：虐待（参加２３名）、５月：認知症（参加２６名）、６
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月：講演会（参加３０名＋１８名）、７月：食事（参加２８名）９月：災害時対応（参加３３

名）、１０月：介護実技（参加３１名）、１１月：ヘルパーの仕事（参加３１名）、１２月：緊

急時の対応（参加２８名）、２月：接遇・マナー（予定）、３月：介護技術（予定）であった。

喀痰吸引研修修了者は１号研修２名、３号研修２名となり、８月から登録事業者となった。 

  居宅介護・移動支援、計画相談支援事業では、時々、新規依頼はあるものの重度訪問介護

の深夜帯など対応できるヘルパーが確保できないことが多く断ることもあった。利用者の確

保については、介護保険との重複利用も含めて現状維持の２１名、計画相談支援は４名とな

っている。 

２０１８年度は、居宅介護支援では、現在の利用者１２９人をサービス提供責任者一人ひ

とりの力量を高め、地域包括支援センターや他事業所のケアマネからの信頼を得るなかで利

用者を実質１５０人以上の拡大に繋げていきたい。そのために、５人のケアマネ全員がサー

ビス実施地域内の地域包括支援センターとの連携を強め、信頼を得るとともに地域の取り組

みやネットワークにも積極的にかかわっていく。ケアマネの力量を高めるための研修計画（全

体および個々人）をたて実践していく。 

訪問介護・介護予防訪問介護では、サービス提供責任者一人ひとりの力量を高め、地域包

括支援センターや他事業所のケアマネからの信頼を得るなかで現行１２２人の利用者を実質

１３５人以上の拡大に繋げていきたい。利用者の拡大を図っていくためには人材確保が前提

となる。高齢者の雇用を促進するとともに、若い人材の確保を進めるために新処遇改善加算

Ⅰの有効活用で常勤雇用や賃金・労働条件の改善を図っていく。ヘルパーの介護技術の向上

を図るための実技研修を充実させるとともに、２０１７年度に喀痰吸引研修を受講した人材

でチームを作り、利用者の医療ニーズに応えられる体制をつくって稼働したが、２０１８年

度はいっそう活躍したい。京都では２０１７年度４月から順次移行した介護予防・日常生活

支援総合事業としての訪問型サービスの ①介護型ヘルプサービス、②生活支援型ヘルプサ

ービスの事業に参入している。京都事業所でもこの事業に関わっていく。 

居宅介護・移動支援・計画相談支援事業では、訪問介護と一体的に事業を展開しており、 

 事業計画は訪問介護と同様とする。利用者の確保については、対応が難しい依頼が多く悩ま

されるが可能な限り拡大していく。計画相談支援は、現在の利用者が問題なくサービスが利

用できるよう支援していく。 

京都事業所における「ヘルパー等介護従事者採用予定について」は、ハローワークや求人

広告は、２０１７年に続いて「高齢者歓迎」「高齢者も活躍中」などの表示をして募集を出し

ていく。年齢の制限はせず、就労を希望する人については、体力・能力があると判断した場

合は雇用していく。２０１８年度も登録ヘルパーの人数を５０人体制にすることを目標とす

る。特に、朝夕や夜間、日曜日に就労できる人材の確保も進める。 

職員研修計画（他団体との学習会）は、月１回全員対象の現任研修を開催する。サービス

提供責任者および常勤ヘルパーについては年１回以上外部研修に参加する。未受講のサービ

ス提供責任者は必ず喀痰研修を受講する。必要に応じて主任ケアマネ研修を受講してもらう。

訪問介護のサービスにおいて、ヘルパーの介護技術の向上を図るための実技研修を充実させ

るとともに、喀痰吸引研修を受講した人材でチームを作り、利用者の医療ニーズに応えられ

る体制をつくっている。しかし、生活援助を軽視することではない。基本は、依頼があれば

どんな内容でも受け、利用者を増やしていく。そのためには、ヘルパーの確保が前提となる。

現在、他社と比較しても決して悪くはないが、賃金や労働条件不十分なところは改善を図る

なかで、ハローワークへの常時募集、求人広告による募集も適時しながら、口コミによる確

保もすすめていく。 

小規模多機能型居宅介護と認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）の
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併設施設については、昨年度に引き続き、用地確保に全力を挙げて取り組み、目途が立った

時点で具体的な事業計画と事業予算を立案していく。今のところ全く目途が立っていない。 

    都城事業所では、２０１７年度からは、介護保険では、総合事業が本格的に実施されてい

る。利用者拡大の計画では、「介護予防訪問介護」が本格的に訪問介護員無資格者、ボランテ

ィアが参加する５種類の「総合事業」に移行している。都城事業所としては、当初、仕事の

やり甲斐や収入面からも「総合事業」には参入せず、介護保険の訪問介護(要介護１以上の対

象者)に専念した方が良いとの意見が多かったが、その後、ソーシャルサービス協会本部から

の指導を受け、参入の手続きをした。日常的にはいっそう介護支援専門員等の信頼を得るた

め奮闘する。訪問介護事業の経営基盤安定化のために、要介護３以上の重度利用者の増加を

図る取り組みも強める。要介護者(要介護１～５)を１００％に、身体介護サービスの比重を

３０％以上に増やすため、引き続き、居宅介護支援事業所との連携を深める。介護サービス、

訪問介護員等の質の向上を図るために、計画的な内部および外部の教育・研修を行う。居宅

介護支援事業所の介護支援専門員等からの事務所・ヘルパーの評価を上げる。地域の団体等

での介護相談活動を行い、介護保険や介護情報等の提供を行う。訪問介護員を新たに採用す

ることが必須である。生活困窮者や６５才以上の高齢者の採用についても積極的に行う。質

の向上を図るために、計画的な内部および外部の教育・研修を行う。実際に利用者の介護に

携わっている看護師や介護支援専門員等を講師に当会議室を使って研修を行っていく。介護

予防・総合事業の利用者が現状では、９０名の利用者の内３０人程度であるが、それを上回

る利用者の獲得を目標にする。 

 

(b) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（＝障害者総合支援法）及び児

童福祉法に基づく障がい者福祉サービス事業として、居宅介護や移動支援等を、仙台事業所、

京都事業所においておこなう。京都事業所においては計画相談支援事業も引き続きおこなう。 

今年度、上記の事業を拡充していくことを通じて、介護分野における高齢者をはじめとした

生活困窮者の雇用を促進し、介護分野における人材不足の解消に貢献していく。 

 

(c) ２０１６年度から、介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総合事業 第１号訪問事業、

第１号通所事業、第１号生活支援事業、第１号介護予防支援事業に取り組み、平成２７年の介

護保険制度の改定で、訪問介護と通所介護が介護給付対象外とされ、新たな地域支援事業（介

護予防・日常生活支援総合事業）に順次すべて移行（最終平成２９年４月～）された。既存の

サービス事業所は、当面、原則みなし指定となり、本事業に自動的に参入することになった。 

具体的仕事内容は、第１号訪問事業は現行の介護サービス相当の身体介護から緩和した基準

による生活援助等（掃除、買物代行、調理等）、第１号通所事業も現行の介護サービス相当の生

活機能向上のための機能訓練型から緩和した基準による運動やレクリエーション等、第１号生

活支援事業は住民主体による支援で、多様で幅広いサービスが提供できるようにするというも

の。第１号介護予防支援事業は、地域包括支援から委託を受け適切なケアマネジメントによる

サービス利用の調整や介護予防計画を作成し、これらの事業をおこなう人材は有資格者の訪問

介護員と有償ボランティアで構成し、高齢者雇用の場の拡大につなげていく。 

   

今年度収益予算は約１５,８７３万円を見込む。 

 

オ 高齢者をはじめとした生活困窮者が介護労働に従事するための資格取得に関する研修事業を福

岡事業所においてとりくむ 
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（a）移動介護従事者養成研修 （b）介護職員初任者研修  

上記の研修事業を高齢失業者への就労支援策の一環としておこない、資格取得に際してすで

にハンディがある高齢者等の生活困窮者が取得しやすくする研修受講に係る支援制度を設ける。

移動介護従業者養成研修事業を年２回開催し、１回に付き定員１８名で実施して、収入を２１

６万円とする。 また同時に、介護職員初任者養成研修事業を２回開催し、１回に付き定員１８

名で実施して収入を２１６万円とする。それとは別に失業者の生活相談活動や介護知識の普及

活動につとめ研修依頼があれば積極的に受けて収入増を図りたいと考えている。 

現在、課題として検討しているのは、ケアプランセンターの開設、介護における日常総合事業

の展開について検討している。 

         

今年度収益予算は約３５３万円を見込む。 

 

（２）生活困窮者に対する支援事業 

ア 生活困窮者に対する宿泊、生活、就労支援等の自立支援事業及び関連調査・研究事業 

     ワークセンターでは京都市から受託したホームレス自立支援事業にとりくむと同時にホーム

レスや生活困窮者に対する定期的な炊き出しサービスによる食事、衣料の無料配布、医者との

連携による無料診療などのボランティア活動をおこなってきた。２０１８年度も引き続きおこ

なう。また、京都市と連携してホームレス能力活用推進事業にとりくみ、企業訪問を通じ職の

開拓、職業訓練的な職の開拓にとりくむ。自立支援センターは、就労自立のための支援を基本

とするが、日常生活支援、社会生活支援、さらに退所後のアフターケアを行い、自立後の就労

及び居宅生活継続のための支援を強めてきた。入所者の年齢構成は、４０歳未満が２２名と７

１％を占めており、今後も３０代以下の入所が増えると考えられる。２５～３４歳の失業率が

１０％をこえ、それに非正規就労者２００万人（２０１４年）を加えると、この年代の半数が

低い年収に置かれており、就労自立の困難さが増大している。一方、刑務所出所者の施設への

入所も増えており、労働市場が厳しくなっているもとで、彼らに対する支援策を検討してきた

が、自己責任だけでは解決しない問題もある。緊急一時宿泊所の訪問相談員との連携を強め、

定員１２名を常に確保することを目指してきた。無断あるいは勧告退所を減らすため、引き続

き入所者との食事会やこまめな声かけを通じてコミュニケーションも強化してきた。 

就労支援では、本人の経歴・希望職種等に基づく就労支援計画書を作成し、ハローワークと

の連携を密にし、求人検索から面接指導まできめ細かい支援を行ってきた。センターを退所す

ることによって自立が達成されるわけではなく、その後のアフターケアが極めて重要であり、

入所から退所後のアフターケアまでを一貫とした取り組みを行う事が求められており、継続し

た地域生活が送れるために、社会福祉協議会や他の支援団体と連携したとりくみを行ってきた。

２０１８年度は、就労自立者の比率を高める。利用者の労働意欲を高める支援・援助が必要で

あり、信頼関係を重視するために職員のレベルアップをはかる。京都市には、職員の増員によ

るアフターケアの必要性を強く要請していく。 

ホームレス居宅定着支援事業では、京都市は、これまでの「居場所つどい」事業に対する補

助金を中止し、２０１６年度より「ホームレス居宅定着支援事業」を開始したが、公募者がな

くワークセンターに要請してきた。このときワークセンターは行政の強い要請により受託しま

した。現在、社会福祉士の資格をもった職員 1 名を配置し、今年、利用者２名を卒業させまし

た。２０１７年度はこの事業で、この１年で２名の利用者しか対応できなかった。２０１８年

度は、８名以上を目標にしていく。 
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多摩支所では、アルコール中毒・薬物中毒等となり社会復帰が困難な人に対する相談活動、 

回復に向けた講演・研修活動、無料低額宿泊事業による宿泊所の提供などにとりくむとともに、

居宅確保の後のホームレスが再び野宿生活にもどらないように訪問相談支援活動に取り組んで

いる。これらの事業実績を通じて、生活困窮者への支援をおこなうための多様な事業スキルを

習得しており、今後も社会のニーズを踏まえた事業の展開を図っていく。 

       

ホームレス自立支援事業として今年度収益予算は約７,０００万円見込む。 

 

イ 生活困窮者のための第２種社会福祉事業による無料低額宿泊事業など相談事業 

生活に困窮し住む所を失った人々の宿泊施設として、１１年前から京都市でソーシャルホーム、

東京・東村山市で多摩支所が運営する東村山ソーシャルホーム、これらの施設において第２種社

会福祉事業の無料低額宿泊事業にとりくんできた。（現在２施設で約６０人の利用者）。その利用

者に対する定期的な相談業務をおこない社会復帰に向けた就労支援を実施している。今後も、社

会のニーズを踏まえ、多様な職業訓練やボランティア活動を通じ多様な就労支援活動にとりくん

でいく。 

２０１８年度は、生活困窮者のあり方について、京都市は、平成３２年に向けて、従来の方針

を大幅に転換し、社会福祉法人を対象とした民設民営化していく方向を明確にしている。その結

果、当法人として京都市の委託事業が無くなる可能性が生まれてきた。したがって、３０年度よ

り、異業種事業の確保に向け、知識人を含む部外者を加えたプロジェクトチームを結成し、チャ

レンジしていくことにした。 

多摩支所の東村山ソーシャルホームでは生活困窮者にとって必要なものであり、東村山ほか 

各自治体と、アルコール依存回復のための連携ができている。この運動を継続していくために、

東村山ソーシャルホームの経営健全化に取り組むことと、アルコール依存者が入院の病院と連

携をしていくことである。ホームレスの減少傾向から入所者の確保が困難になってきている。

３０名の定員で２７～２８名は確保したい。 

京都ワークセンターでは、昨年度から生活困窮者自立支援法が施行され、訪問相談員がアセス

メントを行うようになった。それに伴い、短期間の入所で処遇を決め次へつなぐことが求められ、

迅速な各福祉事務所との連携、書類作成等も必要となった。また入所者像としては、過去・直近

を含め刑務所に入所していた方、身体・知的・精神障害者が多くいる。特に知的・精神障害の人

は疑いを含めると大変多く、アルコール・覚せい剤等薬物の依存症の人も一定数いる。また、失

職と同時に寮を出た方、ＤＶから逃げてきた方、重篤な疾病を持っている方など様々いて、それ

らが重複することも非常に多い状況である。また女性や若年者が増加している傾向にもあり、多

岐に渡る利用者に対して幅広い支援が求められている。このように新制度の中で相談活動等を行

っているが、入所者数が常に定員(５０名)以上で、職員が４人では必要な支援を行き届かせるの

が困難になっている。今後の課題としては、職員のさらなる相談スキルの向上が求められる。入

所者の多様化に伴い幅広い支援が求められるため、他機関との連携や、研修会への職員派遣等で

習得していく必要がある。また例年通り利用者の定数確保を基本に、関連事業者や福祉施設への

要請をおこなっていく。施設が老朽化しており、あらたな施設の確保に向けて京都市に要請して

いく。建物の老朽化に伴って増大して行く毎年の営繕費用に加え、簡易宿泊所の火災が国内で発

生してから以降、建物の構造的な欠陥、セキュリティ強化に関して行政の目が非常に厳しくなり、

度重なる指摘によりソーシャルホームでは改築、改修工事を繰り返す事態になった。支援により

適した防災上も問題のない新しい物件への速やかな移転が望まれており、２０１７年度も、新規

の物件確保に向けて努力してきたが、適当な物件が確保できなかった。２０１８年度は、長年の
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課題であったソーシャルホーム事業の抜本的な赤字解消・施設の閉鎖を方針として明確にしたこ

と。但し、就労できない利用者の「第二種社会福祉」事業は、継続していくことにしており、収

支が安定できるために、新たな施設の確保と利用者の拡大が重要な課題となっている。 

京都市ホームレス訪問相談事業では、ホームレス利用者は、１日平均７０名で、４名の職員で

は十分な相談活動が出来ず、職員の長時間労働にもつながっている。そのため、京都市に対して

職員の増員が出来る予算にしていく要請を強く求めてきた。また職員の事務所確保もこの間要請

し、２０１７年度は予算化する確認がとれた。訪問相談事業は自立支援法を基本にした事業であ

り、且つ、福祉関係者とのつながりも強く、学者・関係団体に呼び掛けシンポジュウムの開催を

検討していく予定である。 

２０１８年度は京都市の事業予算化になっていませんが、生活困窮者支援には、一人住まい・

高齢者・身体障碍者への居宅訪問・アフターケアが重要であり、自立支援センターが取り組んで

いるアフターケアが法人の事業に位置付け、体制を確立し、京都市に予算化できる事業として認

知されていく取り組みを行っていきます。 

 

今年度収益予算は約３,３００万円を見込む 

 

（３） 賃貸業としてユニオンコーポは、「日本金属製造通信情報労働組合」「消費税をなくす全国の会」

に引き続き賃貸し、１階奥は昨年４月に佐藤建設が３年の予定で契約した。４０１の部屋が空

いている。早急に賃借者を確保する。５月には１階の東映建工が解約予定なので、そのあとの

テナント確保が課題としてある。全日自労会館１階は、昨年７より㈱ダスキンンのミスタード

ーナッツが入っている。 

      

     今年度収益予算は約８８０万円を見込む 

 

（４） 青森事業所でのデイサービス利用者の送迎事業は、病院が建て替え工事に入り休業状態となっ

ている。青森事業所は、清掃事業か生活困窮者自立支援の仕事確保を目指している。 

 

（５）障がい者関係諸事業の以下４事業をＩＴセンターにおいてとりくむ 

ア 障害者用ソフト販売は障害者用の音声が導入されているソフトを販売する事業であり、障害者

支援にもなる事業にとりくむ。 

イ 障害者雇用促進マーク事業は障がい者の雇用促進、援助をおこなっていただいた団体に対し(公

財)ソーシャルサービス協会作成のマークを使用していただく事業。今後とも企業・団体への普

及をすすめる。障害者雇用支援マークに対する世間の大企業からのラブコールがすごく、この

マークを利用した事業を行なうしかないと思われる。 

ウ ウェブ・バリアフリー診断は、障がい者が総務省発令の web ガイドラインに沿ってホームペー

ジを診断する事業。 

エ デジタルブック事業は障がい者がデジタルブックを作成する事業。今後、自治体・企業パンフ

レットなどの「デジタルブック化」の促進を図る。 

 

今年度収益予算は約２，１３５万円を見込む 

 

 

                                        以  上 


